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1.    まえがきまえがきまえがきまえがき 

 現在全国には 98 空港が設置され、既に供用が開始され

ている。そして、99 港目として茨城空港が 2010 年 3 月

より供用を開始する予定となっている。 

 2003 年に閣議決定された社会資本整備重点計画では、

「地方空港の整備に関して、新規空港の建設を抑制し、

これまでの量的拡大から、ハード面・ソフト面の組み合

わせや、既存空港の十分な活用を中心とする質的充実に

シフトする」とある。従って、これまで量的整備を目的

としてきた空港整備法、空港整備五箇年計画、空港整備

特別会計については、その意義や制度そのものの見直し

が検討された。2007 年には、空港法が改正され、各空港

が自立して採算を確保するよう要請している。また、2009

年には国土交通大臣が、空港整備特別会計の見直しを宣

言している。エアラインについても、国内大手航空会社

である日本航空（JAL）の経営再建問題、航空自由化に

よるローコストキャリアの参入の可能性など、大きな問

題を抱えており航空業界も大きく変化しつつある。以上

を踏まえると、今後は各空港が自立して経営努力を重ね、

空港機能強化に努めることが最大の課題となっており、

このような背景から、現在空港の民営化や経営の効率化

などの研究結果が蓄積されている。しかし、民営化や効

率化に至るまでのプロセスや、その過程で生じる負の部

分について言及しているものは少ない。 

 そこで本研究では、実際に国内において行われている

事例を対象とし、調査と考察を行うことで、空港運営の

効率化についての今後の課題を提起することを目的とす

る。 

 

2.    地方空港地方空港地方空港地方空港のののの現状現状現状現状のののの整理整理整理整理 

 空港機能の維持管理には、日々の滑走路のチェック、

航空灯火のチェック、警備や消防、積雪地帯に位置して

いれば除雪費用など、様々な経費がかかる。 

 航空政策研究会 1)の研究によれば，空港を運営する上

で必要な経費の大半は、エアラインから支払われる着陸

料で賄われている（表―1）。特に地方空港では、商業収

入に乏しいため、エアラインから得られる収入が主な項

目となる。自治体管理の空港では、運営上赤字が生じれ

ば、その補填は各自治体で負担しなければならず、切迫

する地方財政にさらなる負担をかける。しかしながら、

昨今の航空需要の低下を踏まえると、エアラインが地方

空港に参入してくる可能性は少なく、むしろその空港か

ら撤退する可能性の方が高いと言える。 

 空港の利便性の維持という点では、地方空港の運営は

エアライン次第と言えるが、一方で自らの運営スタイル

を改善することで、活路を見出していく、というオプシ

ョンが存在する。 

 しかし、航空機の特性上、各国とも法体系などで、厳

しい法規を作り管理基準や制限を設け、それに付随して

責任の所在も明確にしており、上記のように制限の多い

中で、新しい運営スタイルを構築するということは容易

ではない。特に空港自体を国が設置し、市などに管理を

委託する形で運営している空港では、設置者である国の

権限が強く設定されている場合が多い。現場での決定権、

例えば運行状況（欠航など）の決定権などは、地方空港

の管理事務所に与えられているものの、維持管理の仕組

みなどを変更する際には、国との調整が必要となる。こ

うしたシステムは、地方空港に多く見られる形態である。 

3.    現在現在現在現在のののの空港運営状況空港運営状況空港運営状況空港運営状況 

3.1    海外海外海外海外のののの空港運営事例空港運営事例空港運営事例空港運営事例についてについてについてについて 

 世界における空港の先進的な運営事例イギリスの

BAA を挙げる。野村ら 2)の研究によると、BAA（正式名

称：British Airports Authority public limited company）は、

旅客取扱数世界第 3 位のロンドン・ヒースロー空港をは

じめ、利用者数国内第 2 位のガトウィック、第 3 位のス

タンステッドのほか、第 8 位グラスゴー、第 9 位エディ

表—1 空港種別による収支内容 

出典：航空政策研究会レポート 
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ンバラなど巨大空港を運営すると同時に、2 つの地方空

港の運営も担当している。合計して、現在 7 つの空港を

一括に運営し、旅客数約 1 億 4,500 万人、発着回数約 132

万回を誇る世界最大の空港運営会社である。 

 BAA は 1965 年に政府の全額出資によって設立された

空港運営公団であった。しかし、1986 年公益事業の民営

化・規制緩和を推進するサッチャー政権の下、制定され

た空港法に基づき 1986 年 8 月に空港公団の資産を BAA

が継承した。1987 年 7 月株式市場に上場し、全政府保有

株を売却し、完全民営化を果たした。この株式公開によ

って、イギリス政府は、総額 12,6 億ポンドの国庫収入が

あったと言われている。民営化後の BAA は、前身であ

る British Airports Authorityから 7 つの空港を受け継ぎ一

括運営を行い、主に空港内のショッピングモール事業な

どの商業部門を強化し、生まれた利益を着陸料減額へと

還元させることで、世界でも有数の着陸料を実現した。

こうした企業努力もあり、BAA の時価総額は 2000 年ご

ろに 60 億ポンドを突破するなど、空港民営化における一

番の成功例とされている。その後、2006 年にスペインの

建設会社 Ferrovial が率いるコンソーシアムによって、

BAA は買収されたが、英競争委員会は、BAA 傘下の空

港と他空港との競争が不十分とし、ロンドンにおいてガ

トウィックとスタンステッドの両方を売却、スコットラ

ンドにおいてエンディンバラとグラスゴーのどちらかを

売却、合計で 3 空港を売却すべきとの提言を行った。こ

の提言を受けて、2009 年にガトウィック空港を日本円に

して 2,275 億円で国際投資グループに売却し、現在は 6

空港を運営している。 

 このように海外では、様々な形態で空港が運営さてお

り、かつ成功を収めている。 

3.2    国内国内国内国内のののの空港運営事例空港運営事例空港運営事例空港運営事例 

 国内でも空港機能強化に向けた試みがいくつか実施さ

れているが、ここでは福島空港と旭川空港を取り上げる。 

(1)    福島空港福島空港福島空港福島空港 

 福島県では、地域住民（主に経済人）の組織が開港以

前から存在し、福島の経済について活発な議論が交わさ

れてきた。福島空港は、その中にあった空港誘致の議論

がきっかけとなり、設置された経緯を持つ。 

 福島空港は、新幹線、高速道路といった航空競合路線

が多く、交通需要における航空のポジションが定まりに

くい空港であり、利用客が減少し経営状態が悪化してい

た。航空業界全体の不況もあり、2009 年 1 月に日本航空

（以下 JAL）が全面撤退した。大手エアラインである JAL

の撤退は、大きな衝撃を与え、福島空港の存続さえ危ぶ

まれる事態に陥った。 

 これを受けて、地元商工会議所が中心となり「福島空

港利用促進研究会（FKS 委員会）」が組織され、福島に

おける空港機能について話し合われた。この会議には、

地元経済人だけでなく有識者や、航空会社、また空港管

理事務所やターミナルビルも参加していることもあり、

多方面からの意見が集められ、極めて実務的かつ有益な

議論が行われている。 

(2)    旭川空港旭川空港旭川空港旭川空港 

 旭川空港では、道内に位置する新千歳空港との兼ね合

いなど、福島空港とは競合の形態が違うものの、福島と

同様、利用客の伸び悩みという問題を抱えていた。そこ

で旭川空港では、空港管理・運営業務を「総合維持管理

業務委託」として外部への発注を行うことによって、空

港運営コストの効率化を目指した。本研究では、この旭

川空港における総合維持管理業務委託（以下アウトソー

シング）と、駐車場の委託業務を対象として調査を実施

し、調査結果を基に、効率的な地方空港の運営方法につ

いて考察する。 

 

4.    調査結果調査結果調査結果調査結果のののの概要概要概要概要 

 旭川空港は、1966 年に 1,200m×30mの滑走路を持つ第

三種空港として供用を開始し、1970 年には航空灯火など

の航法装置が整備され通年運航も可能となった。さらに、

1980 年に第二種空港に格上げされ、1982 年 7 月にジェッ

ト化されて以降、東京便が1時間40分にまで短縮された。

以降、 2 度の滑走路延長を行い、現在の滑走路は

2,500m×60m の長さとなっている。2006 年には初の定期

国際線となる、韓国・ソウル便が就航された。 また、2007

年 7 月より、駐車場が有料化された。 

 2008 年度には利用客数 131 万 7,000 人を達成し、過去

最高を記録した。旭山動物園ブームによる伸びもあるが、

利用しやすい空港として認知されてきている。利用客の

内訳としては、全体の 80％は東京からの利用客であり、

観光客よりもビジネス客の方が圧倒的に多い。また、海

外では台湾からの利用客が以前より多くなっている。東

京からの利用が 80％にのぼることを踏まえると、旭川の

経済圏に大きな影響を与えている。今年度は金融不況の

折りもあり利用客は減少傾向にあるが、経済がいずれ落

ち着いてくると、利用客が再び伸びることが予測される。 

 なお、本題である旭川空港の運営改善の詳細な結果及

び考察については、発表時に述べる。 

 

5.    おわりにおわりにおわりにおわりに 

 空港は建設・管理の時代から経営の時代に入った。こ

れまでのわが国の地方空港は、羽田空港など大空港のイ

メージで経営されてきた。金融不況の影響もあってエア

ラインの経営は厳しく、公共性の観点から羽田路線の収

益を担保にして地方の赤字路線を維持し続ける時代では

ない。 

 地方空港の経営の要点は、 

(1) 情報の開示（透明性） 

(2) 地方自治体、ビル会社など多くの主体の一体化（複数

の地方空港を経営する BAA 方式もある） 

(3) 空港経営の責任者は地域住民・地元企業であるという

地域化（ガバナンス） 

の 3 点であろう。この点についても発表時にまとめる所

存である。 
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